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第５回研究会における指摘事項への対応方針について 
 
 
協議事項（１） 「今後の調査・検討について」 
 
分類 指摘 対応方針 
組合せパタ

ーンについ

て 

（様々な意見を踏まえ、座長から以下のよう

な調整案が示され、合意した） 

 

・ 現時点でパターンを絞り込むのではな

く、６市全体について作業を進め、共通事

項の整理等を行う中で、共通項や特徴のあ

るパターンとして打ち出せるものがあれ

ば検討する。 

調整案に基づき作業を進める。 

→資料３ 

基礎指標等

の整理につ

いて 

・ 都市計画面積、人口集中地区の人口、産

業の実態を示す指標、人口動態（年齢別）、

医療施設数なども整理してはどうか。 

指摘に基づき作業を進める。 

→資料２ １．（１） 

合併した場

合の財政規

模等の大ま

かな試算に

ついて 

・ 試算対象外としている項目についても検

討対象とした方がよいのではないか。 

・ 交付税については影響が大きいため、大

まかなものでもあった方がよいのではな

いか。 

・ 地方交付税については、各市の協力を得

て実施する方向で調整してはどうか。 

県、各市の協力を得て試算が可能か検

討する。 

→県にデータ提供依頼中 

 ・ 社会資本投資をどうするかということも

ある。例えば、下水道普及率の向上のため

に必要な投資規模や、施設の統廃合の効果

についても考慮することが必要ではない

か。 

→ 具体的な数値化は難しいが、過去の調査

で施設が重複している状況は把握してお

り、考え方を整理する形でどうか。（事務

局） 

過去の調査（「公共施設相互利用基礎調

査」平成 16 年 3 月）を踏まえ、施設の

統廃合の効果について、考え方を定性

的に整理する。 

→ 資料２ １．（２） 

行政区の検

討について 

・ 行政区の区割りについては、行政界が入

り組んでいる地域の区割りの見直しをど

うするかといった議論もできるのではな

いか。 

行政区の検討の際に、指摘事項も含め

て議論する。 

 ・ 消防、防災、学校区の再編についても検

討が必要ではないか。 
・ 当地域は住宅が連たんしており、消防・

行政区の検討の際に、留意する。 

資料１ 
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分類 指摘 対応方針 
防災・学校等、市民サービスへの効果が出

やすい地域だと考えられる。こうした効果

をわかりやすく示してほしい。 
行政区の役

割・機能につ

いての基本

的な考え方

について 

・ 1 区あたりの標準的な人口規模をどう設

定するかにより、いわゆる大区役所制とす

るか、小区役所制とするかが左右されるの

ではないか。 

・ 行政区について、既存の市の区域を２つ

以上に分割しない場合、よりきめ細やかな

サービスが実現するという説明はあては

まらない。近年の政令市の例では既存の市

の区域により多くの権限を残す方向にあ

るのではないか。市民にとってどのような

効果があるのか、頭出しが必要ではない

か。 

行政区の役割・機能についての検討の

際に、留意する。 

 
 
協議事項（２） 「シンポジュウムについて」 
 
分類 指摘 対応方針 
シンポジュ

ウムについ

て 

・ 意見をもらうということであれば別の方

法があるかもしれない。どういう位置づけ

で実施するのか、ワークで検討してほし

い。 

・ 今回示された案では、実施の可否も含め

何も判断できない。パネラーは誰を予定し

ているのか等、具体的に再度ワーク会議で

検討した方がよい。 

・ シンポジュウムを実施すること自体には

異論はないが、時期を再検討してはどう

か。 

・ 年度内に報告書を完成させることにこだ

わらず、じっくり市民の意見を受けて、フ

ィードバックできることが望ましい。 

・ 中間報告の内容について、最終報告に間

に合うようなタイミングで行ってはどう

か。 

・ 今回の研究会の議論を踏まえ、次回のワ

ー ク 会 議 で シ ン ポ ジ ウ ム の

（実施の可否を含め、）内容等について十

分検討してほしい。 

指摘に基づき、議論の対象、位置づけ、

時期、パネラーの属性等についてワー

クで再検討する。 
→ 資料４ 

 


